
Ⅲ.対策の進め方

○緊急雇用対策の推進にあたっては、労働界・産業界をはじめと
する国民各層との対話を積極的に進めるとともに、地域におい
て関係者が一体となって取り組めるよう十分配慮する。

①「雇用戦略対話(仮称)」の設置

○「緊急雇用対策」を推進する観点から、雇用戦略に関する重要事項
について、内閣総理大臣の主導の下で、労働界・産業界をはじめ各
界のリーダーや有識者が参加し、意見交換と合意形成を図ることを
目的として設置する。

②「地域雇用戦略会議(仮称)」の設置

○地域における緊急雇用対策の推進母体として、関係自治体、関係機
関、労働界、産業界、教育界、NPOなどが参加して設置する(当面、
意欲のある地域で先行して設置)。

③緊急雇用対策本部内の推進チーム設置

○本対策の推進のために、緊急雇用対策本部内に、各施策の具体的
な実施を推進する実務者等からなる、

①「緊急支援アクションチーム」と

②「緊急雇用創造チーム」の2つを設置する。

○国民一人ひとりが、緊急雇用対策の各施策の趣旨・内容・利用
方法を十分理解し、実際に有効に利用できるように、分かりや
すい形での情報提供や広報の徹底に努める。
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○今回の対策は、現下の情勢に対応して急がれる取組をできる

限り早期に実施するため、新たな予算措置を要しない既存の

施策・予算の活用により、緊急に取りまとめるものである。

○特に本対策は、年末年始も視野に入れ、貧困・困窮者や新卒

者などの方々への支援に、地方自治体や関係団体の協力を

得て最優先で取り組み、現場において一人でも多くの方が安

心して暮らすことができるようにすることを主眼に置いている。

○あわせて、未来の成長分野を見据え、雇用創造への取組に着

手することとしており、これにより当面の雇用下支え・雇用創出

の追加的効果として、21年度末までに10万人程度が期待され

る。

14



1.緊急的な支援措

(1)緊急支援アクションプランー「貧困・困窮者、新卒者支援」

(別紙 )

<貧困・困窮者支援>

21年後半 (6月 ～12月 )に

②利用者の視点に立った情報提供・広報の展開

・ 「緊急人材育成支援事業」、「住宅手当」等各種支援策の分かりやすい広報

③実効ある「ワン不トップ・サービス」など支援態勢の強化

(ア )「 ワンストップ・サービス・ディ」の開催

・ 11月 下旬に東京、大阪、愛知等において試行実施した後、定期開催。年末年始の開催を検討
(イ)ハローヮークの雇用支援機能の強化

・ 労働局・ハローワークの総力を挙げた戦略的・効果的な求人開拓及び求人充足対策の実施
・ ハローワークでの担当者制による中高年齢者に対する手厚い再就職支援の実施
口 子育て女性の再就職支援に係る支援機関向け好事例等の収集や母子家庭の母に対するチーム支援

機能の強化

・ 地域における雇用維持。拡大の要請や早期再就職支援など障害者雇用対策の強化
・ 日本在住の日系人等の方々への訓練の充実や相談体制の強化による外国人労働者支援の強化
(ウ )「求職者総合支援センター」とハローヮークの連携

(工)年末年始の生活総合相談

・ 年末年始の生活や居住場所の確保等の支援

・ ハローワーク職員による出張相談等の検討

(オ )ハローヮークにおける公的賃貸住宅情報の提供

・ 地方自治体等の協力を得て、離職者が利用可能な公的賃貸住宅情報を提供

④「きめ細かな支援策Jの展開

(ア )「 緊急人材育成支援事業」の訓1練メニュー・実施者の新規開拓

・ 教育訓練機関に加え、地域の企業、社会福祉法人、NPO等の参加により、情報処理技術、介護。福
祉。医療等の分野を中心に年内に約5万人分の確保 (3.3万 人の利用見込み)

※10月 20日 現在 定員数20,841人

・ 地域のニーズに応じた訓練コースの設定

(イ )「住まい対策」など派遣契約の中途解除等に伴い住居を失った貧困・困窮者支援施策の強化
・ 「住宅手当」「つなぎ特別融資」「総合支援貸付」の適正な運用の徹底
・ 住宅の確保

。「就職安定資金融資」「住宅手当」の円滑な実施のための宅地建物取引業者による民間賃貸住宅のあ
つせん、地域住宅交付金を活用した民間賃貸住宅への家賃助成等の取組の推進

(ウ )関連施策の展開

・ 住宅ローンの借入者に対する金融の円滑化を通じた生活の安定を図るための施策の策定・推進 (臨時
国会に法案提出)

・ 社宅や寮に入居 している派遣労働者について、離職後も引き続き一定期間の入居が可能となるよ
う、企業に対 して要請

日本司法支援センターにおける民事法律扶助事業の利用の促進
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・ ハローワークの協力を得て開設する相談窓口における地域自殺対策緊急強化基金等を活用した求職

者等に対する心の健康相談、生活支援相談等の実施              ‐

(工)生活保護制度の運用改善

⑤その他、求職中の貧困・困窮者が安心して生活が送れるようにするために必要な施策を引き続き検討

<新卒者支援>

①新卒者の就職支援態勢の強化

(ア )「高卒・大卒就職ジョブサポーター」の緊急配備

・ 支援態勢強化のため、就職支援の専門職をハローワークに緊急配備 (高卒。大卒就職ジョブサポーター

を各都道府県1名以上追力晒己置)

(イ )大学等の就職支援の充実

・ 就職相談窓回の充実 (キャリアカウンセラーの配置など)

一 「大学教育 。学生支援推進事業」を実施中の大学等に対する事業達成目標の到達度の確認や、
取組事例についての周知

・ 女子学生等を対象とした「ライフプランニング支援」の推進

― 「女性のライフプランニング支援総合推進事業」において、特に就職前の女子学生を対象とし

たきめ細やかな取組を要請

。 大学における職業指導 (キャリアガイダンス)の制度化

―中教審大学分科会「中長期的な大学教育の在り方に関する第二次報告」を踏まえ、法令上、職業指導

(キャリアガイダンス)の大学教育への位置づけを明記

・ 内定取消し防止に向けた企業指導の徹底

―平成 21年 1月 に施行された企業名公表制度や「新規学校卒業者の採用に関する指針」等の一層の周
知及び採用内定取消しを行おうとする事業主に対する回避等についての指導等の徹底

②求人開拓と「雇用ミスマッチ」の解消―「就活支援キャンペーン(仮称)」 の展開―

(ア)求人・求職、内定関連情報の収集・提供

(イ)学生を対象とした合同就職説明会等の実施

(ウ )企業に対する求人拡大への要請

(工)採用意欲のある中小企業等の堀り起こし

・ 「雇用創出企業」をとりまとめ、公表 (年明け予定)

一関係省庁が連携して、ものづくりやサービス業、農業、運輸業等の分野において、採用意欲があり、か
つ人材育成に優れる企業について、関係機関を総動員して掘り起こし、若年層、特に新卒者に対する

情報発信を実施

③「4月 就職以外の道」の選択の支援

(ア )企業に対する中途採用・通年採用の拡大への要請

(イ)学生・生徒の学校での学び直しや地域活動参加への支援

④新卒無業者への第2セーフティネットの活用
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(2)雇用維持支援の強化

①雇用調整助成金の支給要件緩和筈

・ 出向元への復帰後6か月を経ずに行われた再度の出向についても、雇用調整助成金の支給が可能と
なるよう、支給要件を緩和する

。 支給に要する処理期間 (初回申請 :2か月以内、2回 日以降 :1か月以内)の設定と年内中の達成を図
る。

'申 請様式の改正を行う。

・ 今後の経済雇用情勢の推移を踏まえ、雇用調整助成金の生産量要件の緩和について、早急に検討す
る。

・ 現行の船員に係る雇用調整助成金の継続的な運用 (船員に対する助成金による支援の円滑な実施等 )

②企業間の出向活用による雇用維持支援

・ 解雇防止と新規雇用の促進のため、出向に関する企業間の情報交流を支援

―経済産業省及び地方経済産業局等に、出向支援チームを設置し、出向を希望する企業情報の収集。
提供を行う

(3)中 小企業支援

①中小企業で活躍する人材への支援

・ 中小企業の求める若手人材を育成するための「新。若者挑戦塾」の受講生と中小企業とのマッチング支
援の強化

―魅力的な企業の現場視察、若手人材を求める企業を招いての会社説明会、座学、演習などを合
宿型で行 う「新 。若者挑戦塾」の受講者を中小企業に橋渡 しし、実際の就労につなげる。

'中小企業の現場に人材をつなげる国内インターンシップ制度の参カロ者数の拡大

―中小企業における現場の魅力を実際に体験し、就業に結びつけるインターンシップ事業における参力日
者数の拡大

②中小企業の雇用維持・拡大の支援

・ 雇用の維持。拡大に努めている企業に対する低利融資制度 (雇用調整助成金等が支給されるまでの「つなぎ融資」や「セーフティネット貸付」)の積極的な活用促進

―足用調整助成金等が支給されるまでの「つなぎ融資」の積極的活用 :雇用調整助成金等に係る実施計
画の届出を受理された中小企業に対し、日本政策金融公庫等による低利融資が受けられる制度 (地域
活性化・雇用促進資金)について、引き続き積極的な活用を促進

―セーフティネット貸付の積極的活用 :日 本政策金融公庫等によるセーフティネット貸付 (う ち、経営環境
変化対応資金・金融環境変化対応資金)を活用する中小企業のうち、雇用の維持・拡大に努める中小
企業に対し、基準利率からの0.1%金利引下げ措置の活用を、引き続き積極的に促進

・ 中小企業に対する金融の円滑化を通じた事業活動の円滑な遂行及び雇用の安定を図るための施策の
策定。推進 (臨時国会に法案提出)

(4)女性の就労支援等

都市部(待機児童を多く抱える地域)における質の高い保育サービス整備を加速する方策の早急な検討
子育て期の女性や若年層を対象とした地域のセミナー等への就労。再就職支援アドバイザー (仮称)の
講師派遣

女子学生等を対象にした「ライフプランニング支援」の推進(再掲)

ポスドク等若手研究人材を活用した共同研究プロジェクトの着実な実施と参加した研究人材の就業機



会の拡大

―地域における優れた技術や潜在力を活用していくため、ポスドク等の研究人材について、大学。公的

研究機関。民間企業。自治体等が連携して行う共同研究プロジェクトヘの従事等の実践的な教育を施
し、育成を図る

。 偽装請負、派遣契約の中途解除の防止など、法令遵守に向けた指導監督の徹底

。 事業主への働きかけや助成金の活用による他産業への失業なき労働移動の促進

2。 「緊急雇用創造プログラム」の推 ;

(1)3つの重点分野におけるプログラムの推進

<介護雇用創造>

①「働きながら資格をとる」介護雇用プログラム

。 求人ニーズが高い介護分野で、働きながら資格取得 (介護福祉士、ホームヘルパー2級)ができるよう支

援するプログラムを創設

・ 資格取得のための研修費用の手当及び 1年又は2年の実践的な雇用経験の付与等を可能にするた
め、「緊急雇用倉」出事業」の要件を緩和

・ 実習免除等の働きながら資格を取ることを容易にするための措置の導入等

・ 地方自治体に対して、①重点事業としての事業採択と事業の前倒し執行、②介護サービス施設、事業
者への積極的な周知を要請

②介護人材確保施策の推進

・ 全国地域包括ケア推進会議の設置、介護職員処遇改善交付金の周知を通じた介護職員の処遇改善

・ 主要なハローワークに設置している「福祉人材コーナー」をはじめとして全国のハローワークで介護分野
の求人開拓を重点実施

・ 助成金や職業訓練を活用した介護分野の人材確保。定着

③介護サービス整備の加速化等

・ 「介護基盤の緊急整備特別対策事業」による介護基盤整備の推進

・ 大都市部の自治体の意向を踏まえた認知症対応型グループホームのユニット数の拡大による整備の促
進 (2ユニットから3ユニットヘ)

。 高齢者の地域生活を支援する者を養成 (「 緊急雇用創出事業」及び「ふるさと雇用再生特別基金事業」
を活用 )

<グリーン(農林、環境・エネルギー、観光)雇 用創造>

①「働きながら職業能力を高める」グリーン雇用プログラム

(農林水産分野)

〇 以下の事項について「緊急雇用倉1出事業」、「ふるさと雇用再生特別基金事業」、「緊急人材育成支援
事業」等を活用し実施するとともに、これら事業の運用について通知を発出し、生産現場での活用を促
進

・ 農林水産分野での雇用創出。就業促進の積極的展開

・ 耕作放棄地の権利関係の調査、新たな参入者とのマッチング、軽微な農地再生作業等の耕作放棄地

再生に向けた取組の実施
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・ 農山漁村の6次産業化一直売所の設置や地域ブランドの立上げ等の取組み、農商工連携の担い手た
る人材育成のための研修強化

一地域の農林漁業者と中小商工業者との連携により新事業を創出し、雇用の場を拡大するため、農商工
連携の担い手たる人材を育成するための研修事業について、ょり多くの受講希望者に機会を提供すべく対象者数を拡大

○ 農林水産省等と連携したガイダンス及び合同企業面接会の早期実施

(環境・エネルギー分野 )

・ 住宅用太陽光発電システム施工の無料講習会の拡充による施工人材の育成及び施エガィドラインの策
定

―住宅用太陽光発電システムの設置には専門的知識が必要なため、施工に係る専門人材育成のための
無料講習会を拡充するとともに、施工の手順書となる「施エガイドライン」を今年度中を目途にまとめる。

・ 企業等における省エネ。C02排出削減を担う人材の育成

―京都議定書の目標達成等に向け、中小企業や農林業、オフィス。店舗等業務部門などの省エネ。C02
排出削減を加速化することが重要であるが、このため、特に企業OB等を活用し、「エネルギー管理士」
等の裾野拡大・質的向上を図るとともに、「国内クレジット制度」等に関する審査・検証。アドバイスに係
る人材やそのスタッフ等の育成を図る(必要に応じ「緊急雇用創出事業」や「緊急人材育成支援事業」
などの活用を図る)。

・ 環境省が推進するオフセット・クレジット(J VER)制 度の対象となるプロジェクト分野を追力日し、中山間地
域等における温室効果ガス排出削減。吸収対策の推進とそれを担う人材を育成

・ グリーンワーカー事業の対象拡大 (生態系保全や外来種対策を事業対象に追力日する等)

(観光分野 )

・ 観光産業の人材ニーズの情報提供

・ 観光人材の育成 (「 緊急人材育成支援事業」の活用による教育司1練の実施)

・ 外客誘致促進、国内旅行促進、観光圏の整備促進等の効果的な施策展開を力日速化することで、観光
立国を実現し、観光産業の雇用を拡大する。

②森林・林業再生の促進

(ア )緊急的な取組―「森林整備加速化・林業再生事業」の運用改善等

(1)「森林整備カロ速化 。林業再生事業」の運用改善 (人材養成の重視、施業の集約化の推進等 )

○ 建設業等からの新規参入等に必要な研修の実施及び施業の集約化に向けた取組の強化等以下の所
要の運用改善

・ 人材養成の重視

―事業を担う人材養成のため、講師養成研修及び「間伐」、「路網整備」、「境界明確化」、「林業機械の
導入」の事業実施主体向け研修を実施

平成 22年度から以下を実施

・ 施業の集約化の推進

―都道府県ごとに「集約化等実施計画」を策定

―事業成果の公表

・ 木材カロエ流通施設。本質バイオマス利用施設等整備の改善

・ 木造公共施設等整備の改善

(2)集約化施業・路網整備の推進に向けた森林情報の整備。人材育成等

めつつ、集約化施業や路
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網整備を加速化し、利用間伐を拡大。このため、森林の境界。所有者・施業履歴等の情報整備、施業

プランナーの活動支援、建設業従事者を活用した路網技術者など必要な人材育成等について、「緊

急雇用創出事業」、「ふるさと雇用再生特別基金事業」、「緊急人材育成支援事業」の活用を図る

(3)地域材の地産地消や林業経営者の活動等による地域における緊急の雇用倉J出等 (「 緊急雇用創出事

業」、「ふるさと雇用再生特別基金事業」、「緊急人材育成支援事業」の活用 )

○ 地域材の地産地消に向けた家具、木工品等の製品開発、加工技術、マーケティング等に関する研修・

訓練の実施

○ 林業研究グループが行う研修等の補助的業務や林業研究グループの構成員である林業経営者の事

業活動の補助的業務に従事しつつ、研修・副1練を実施

(4)その他

・ 公共建築物及び公共土木工事における木材利用の拡大や火力発電所における石炭とチップ等の混焼

の拡大に向けた措置を講ずることにより、チップエ場等における雇用を創出し、「緊急雇用創出事業」、
「ふるさと雇用再生特別基金事業」、「緊急人材育成支援事業」の活用を図る。

(イ )中 長期的な取組―「森林・林業再生プラン(仮称)」 の作成

森林。林業の再生に向け、以下の点を理念。日標とした「森林。林業再生プラン(仮称)」 を、年内を目途に

作成し、関連施策を推進する。

<理念。日標>

①森林の多面的機能の持続的発揮

②森林・林業を基軸とした、付加価値の高い地域資源治」造型産業の創出

③木材利用。エネルギー利用拡大による森林・林業の低炭素社会への貢献

④地球温暖化対策と連携した、10年後の木材生産量

③関連施策の推進

・ 建設企業の成長分野展開支援

一成長分野展開を図ろうとする建設企業の試行的取組に対する支援、相談体制の整備、情報の周

知、共有化

一成長分野への展開に必要な教育訓練の支援 (建設教育訓練助成金等の活用促進 )

・ 住宅リフォーム市場の活性化、木造住宅の振興

・ 地域のICTの利活用促進

<地域社会雇用創造>

○ 雇用支援分野での「社会的企業」の活用

・ 地域再生。街づくり、環境。農林、介護・保育、教育。人材、起業支援等の多様な生活関連サービス分野

における新たな雇用の場として、NPOや社会起業家などが参加する「社会的企業」主導の「地域社会

雇用創造」を推進する

・ 特に若者など困難を抱えた人々を労働市場に結びつける雇用支援分野での活用を図る(「緊急人材育

成支援事業」、「ふるさと雇用再生特別基金事業」及び「緊急雇用創出事業」の活用)

・ NPO法人等の社会的企業が保育所との連携の下に行う家庭的保育事業の試行的実施 (離職者等を雇

用して家庭的保育者研修を実施した上で利用者との契約により自宅で孝L幼児を保育、安心こども基金

を活用して実施)

20



盤)屋用創造のための既存施策・予算の活用
○「緊急雇用創出事業」等の運用改善と前倒し執行等

<事業の運用改善>

(ア )「働きながら資格をとる」介護雇用プログラム実施のための「緊急雇用創出事業」の運用改善(前述)

(イ )「 緊急雇用創出事業」の要件緩和

・ 現在、雇用期間6か月以内で介護・福祉・教育等の分野に限つて1度の更新を可能としているところ、全
ての分野で1度の更新を認める。さらに介護については、雇用期間を1年以内に延長し、1度の更新を
可能とする

・ 事業費に占める人件費割合、新規雇用の失業者割合を新規雇用失業者の人件費割合2分の1以上に
緩和

(ウ )「 ふるさと雇用再生特別基金事業」の要件緩和

・ 事業収益について、事業が継続され、継続して労働者を雇用する場合、委託元への返還を不要とする
<事業の前倒し執行>

(工 )「 緊急雇用創出事業」の事業の前倒し執行等

・ 地方自治体に対して、上記の運用改善への対応及び緊急雇用創造の観点から、事業の前倒し執行を
要請

<制度の活用等>

(オ)「働きながら職業能力を高める」雇用プログラムを支える職業能力評価制度 (「ジョブ・カード制度」など)
の活用

※「ジョブ・ヵ―ド制度」は、企業実習と座学を組み合わせた実践的な職業訓練の機会を提供し、フリーター等が正社員となることを支援することを目的としている。

(力 )再就職に効果的な職業訓練の提供の在り方に関する検討

・ 訓練実施機関等の選定に関し、再就職の成果を上げるインセンティブが働きやすい方法について検討

(キ)地方公共団体への支援

・ 地方公共団体が実施する緊急雇用対策について、特別交付税により支援する。

，

“
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明日の安心と成長のための緊急経済対策

I.基本的な考え方

1.日

考

“

始 ま、崚 道移争″も、こノιまでの現濠榜駐分だとら″われることをく鰍
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(経済の現状認識 )

平成 21年度前半の実質経済成長率は2四半期連続のプラス成長とな
つた。輸出や生産の増加により、景気は最悪期を脱し消費者や企業のマ
インドも持ち直している。しかし、経済の現状は、失業率が最悪期よりは
やや低下したものの高水準で推移するなど依然として厳しい状況にあり、
国民の景気実感に近い名目GDP成長率は昨年春以降6四半期連続の
マイナスとなっている。また、需給ギャップは大幅な供給超過である。
そして、このところは物価が財とサービスの両分野で下落し、緩やかな

デフレ状況にある。さらに、為替市場の急激を変動により円高が進んで
い る 。



(先行きのリスク)

先行きを考えると、海外経済の持ち直しなどを背景に景気が次第に持

ち直していくことが期待されるものの、経済成長の基盤は依然として脆弱

である。政策の後押しにより家計消費は今春から2期連続して成長を支

えたが、雇用不安と所得の減少傾向のためにその持続力は限られてい

る。また、企業収益の低迷に加え実質金利高や円高などから設備投資

の回復力は不透明である。

さらに、景気の持ち直しの動きに対するリスク要因としては、雇用情勢
の一層の悪化、デフレ圧力の強まりによる需要低迷t長期金利上昇、為

替市場の動向などがある。G7声明にあるとおり、為替レートの過度の変

動や無秩序な動きは、景気の持ち直しの動きに対して重大な悪影響を

与えるものであり、為替市場の動きを厳しく注視していく。

こうした現状認識の下、鳩山政権における経済財政運営は、以下の

3つの視点に立つ。

厳しい経済・雇用情勢に対応し、景気の持ち直しの動きを確かなものと
していく。このため、当面の取組として、可能な政策を総動員して「緊急対

応」に当たり、来春にかけて経済・雇用を下支えすると同時に、経済を上向
かせる力の結集を図る。

(1)緊急対応_情勢に応じた機動的な対応
・ 経済・雇用情勢の変化に即応し、経済・雇用の安定のために機動的

な対応を取る。このため、雇用・生活不安の高まりに応えた「緊急対
応」を行うとともに、企業の資金繰りに万全を期すための「金融対策」
などによって景気の下支えを行う。

<第砂 当面の晟″ ― 確実な景気回復ロデフレ克服を目指す



政府は、国民が景気回復を実感できるためには、デフレの克服が重
要であるとの認訪 日本銀行と共有し、日本銀行と一体となって、強
力かつ総合的な取組を行い、景気回復を確実なものとしていくよう
政策努力を重ねていく。

日本銀行に対しては、こうした政府の取組と整合的なものとなるよう、
政府と緊密な情報交換・連携誅 ちつつ、適切かつ機動的な金融
政策の運営によって経済を下支えするよう期待する。

・ 一方で、中長期的な観点から、以下の点を踏まえた成長戦略のとり
まとめを進めていく。

一 「雇用」「環境」「子ども」「科学技術」「アジア」等に重′点を置きな
がら、中長期的な成長戦略を推進する。

一 持続的な経済成長モデルを確立し、人々が共に、安心して生活
し、子どもを産み育てていくことができる社会を実現する。

・ 持続的な経済成長実現のためには、未来の子ども達にツケを残さな
いよう、成長力強化と財政規律の両立を図る必要がある。このため、
複数年度を視野に入れた中期財

"レ
ームを2010年前半に策定

する。

く第2>≠張効物な教″ _成長戦略の推進と財政規律

<第3>今回の経済対策 ― 緊急対応と成長戦略への布石

・ 今回の経済対策は、上記の考え方を踏まえ、①現下の経済・雇用情



勢への「緊急対応」と、②「成長戦略への布石」の2つの視点に基づ

くものとする。
・ 主な柱は「雇用」「環境」「景気」とし、くらしの再建と低炭素社会への

転換に取り組む。また、医療等「生活の安心確保」や、荒廃した地方

を守るための「地方支援」などにも強力に取り組む。

12)具体的な対策-3つの原則

0具体的な施策については、「緊急的な必要性」を重視するとともに、

経済・雇用効果、二酸化炭素削減効果において有効なものを優先

する。

◆今回の経済対策に伴い平成21年度第2次補正予算を提出し、平

成22年度予算との間をつなぐことにより、「切れ日のない」経済財

政運営を行う。

・ できる限り財政に依存せず、制度・規制など「ルールの変更」や国

民一人ひとりの積極的な参加によつて、国民が持ちている潜在力

(国民潜在力)が発揮されることを重視する。
。とくに、新たな需要創出に向け、これまで大きな岩盤に突き当たり、

停滞してきた制度・規制改革に正面から取り組む。

(3)施策執行の進捗管理

・ 今回の対策に掲げる各施策については、国家戦略室及び内閣府が、

効果的・効率的な執行を図る観点から関係者に進捗状況の報告を

求め、必要に応じ改善措置を講じさせるなど、PDCAサイクルに立

脚した進捗管理を徹底する。



I.具体的な対策
11雇用 一緊′計 応 策を強化するとともに、雇用鞠幌副進する。

<緊急対応>

(1)雇用調整助成金の要件緩和

(2)貧困口困窮者支援の強化

(3)新卒者支援の強化

(4)緊急雇用倉1造の拡充

(5)保育サービスの拡充等女性の就労支援

<成長戦略への布石>

(1)雇用口生活保障システムの確立

(2)「雇用戦略」の本格的な推進

<緊急対応>
(1)雇用調整助成金の要件緩和

詮業の目楊後鍵筑か、ゥ ラしるため ノヽ渥葬      Jれ み先要7写彰フ場イ
ξ口を杵 ■2月ゆ循諾的に動″茂

<具体的な措置>

雇用調整助成金の「生産量要件Jについて、現行要件に加え、赤字の企
業については、企業規模にかかわらず、「前々年比10%以上減」の場合
も支給対象とすることとし、本年12月 から実施する。

助成全の「生産量要件」の緩和



瑚 申の貧困・昴幾勃ミ″の物着札陸必要りもことなく安こヽι空2夕撻れ

脚 だブるため、支援策を″化ブる。

<具体的な措置>
○実効ある貧困・困窮者支援に第2のセーフティネット」)の確立

(ア )「 ワンストップロサービス・デイ」の実施支援

・ 「ワンストップ・サービス・ラiイ」の試行実施を踏まえた展開

(イ)ハローワークのワンストップ相談機能の充実

・ ハローワークに「住居。生活支援アドバイザー((団0」を配置し、第 2のセ

ーフティネットの各種支援制度についてのワンストップサービス(総合相談

と実施機関への的確な誘導)を実施

(ウ )「住まい対策」の拡充

。「住宅手当」や、空き社員寮等の借上げによる「緊急一時宿泊施設」の設

置等の継続的支援

(工)各支援制度の運用改善

。支援を必要とする人が各種の貧困・困窮者支援制度に確実につながるた

めの各支援制度の運用改善

(オ)職業訓練とその期間中の生活保障を行う求職者支援制度の創設に向け

た検討(後述)

○解雇者・多重債務者等への民事法律扶助

。 日本司法支援センターにおける労働問題等の解決に向けた民事法律扶

助事業の迅速な実施

(3)新卒者支援の強化

某詢叩勧れク球И働 、熟 まれる所≠″ 学生。生徒       ι、

ル の/Ъダハ,ルをネレーシンンプをつもなク影 だする。

<具体的な措置>
O新卒者の就職支援態勢の強化



(ア)大学等の「就職相談員」の配置促進          ‐

。 大学等における脚戦相談員 (キャリアカウンセラー等)の配置促進による

就職相談の充実、就職力を高めるキャリアガイダンスの推進

(イ )「高卒・大卒就刷ジョブサポーター」の更なる緊急増員
・ 就職支援の専門職である「高卒。大卒就職ジョブサポーター」を更に増員

する。

(ウ)関係機関の連携強化

・ ハローワークにおける緊急学卒支援窓口の設置による高校との連携強化

(ア)就職説明会の積極的は開催と周知徹底

(イ )採用意欲のある中小企業等の掘り起こし加速
。「雇用創出企業」のリストを年内に公表

・ インターンシップの拡充、求人企業の開拓等により、中小企業と新卒者の
マッチングを図る。

(ウ )求人拡大への要請
。 経済団体、業界団体への求人拡大の要請
・ 労働局と都道府県の連携による求人拡大の要請

○未就職卒業者の就職支援の強化

(ア)新卒者体験雇用事業の創設

・ 未就職卒業者の体験雇用を受け入れる事業主に対して新卒者体験雇用
奨励金の新りを支給

(イ)「未就職卒業者向け」職業訓練の実施及び訓練・生活支援給付の拡充
・ 緊急人材育成支援事業を活用し、未就職卒業者向け職叢詞‖練コースを設

己 あわせて、訓1練。生活支援給付に係る対象者の拡充を図る。
(ウ )重点分野での雇用支援

・ 重′点分野における雇用の創造 (後述)に当たっての未就職卒業者の雇用
への配慮



(4)緊急雇用創造の拡充

滅娠分野を乾 せιんこZ劇者を維ご%た め、の たノ鶴 こZ創造カ

ダ 後 ρ拡充を図る。

<具体的な措置>
Q重点分里刊こおける雇用の創造

0 介護、医療、農林、環境・エネルギー、情報通信、観光、地域社会雇用等

の分野における新たな雇用機会の治」出、地域ニーズに応じた人材育成を

推進する。

○地域社会雇用創造事業の創設

(ア)社会起業インキュベーション事業
O NPOや社会起業家など社会的企業等の創業・事業化を通じて、「地域社

会雇用J逃鎗」造する。このため、社会起業プラン・コンペティションを通じて、

スタートアップ等を支援する。

(イ )社会的企業人材創出・インターンシップ事業

・ 社会的企業分野におけるインターンシップを含めた人材創出に取り組む。

○観光立国の実現に向けた施策の推進

・ 休暇取得・分散化の促進等による国内旅行促進、観光圏の整備促進、査

証審査体制の整備を踏まえた中国個人観光査証 (ビザ)の最大限の活用

等による外客誘致促進等の効果的な施策展開を加速する。

Oその他

。 建設労働者の雇用の確保及び再就職の促進

・ 建設企業の成長分野展開を図るため、経営相談窓口における相談体制

の拡充、情報の周知、共有化の促進
。 海運事業者の計画的な雇用確保支援による若年船員の就職の促進

妙 拗ぼ住ん 1霧 くり0/_―め、比象彰帯サ ーとン等の競 、多彩該葬秒

■取り綺 0

<具体的な措置>



星童解消への

・ 地域の余裕スペースの活用等による認可保育所の分園等設置の促進、家

庭的保育の拡充により、待機児童の大半を占める低年齢児の良質な保育
を拡充する。

・ 沖縄県においては、独自の事業基金を活用した補助制度の見直しにより

認可外保育施設の認可化や質の向上の取組を推進する。

○母子家庭等の在宅就業支援

・ 仕事と家庭の両立を図りやすい働き方として、母子家庭等の「在宅就業」
の拡大を図るための自治体の取組をさらに推進する。

「謹早:甲・ トラブル防止
「育休切り」等のトラブル防止のための周知。指導や相談を実施する。

<成長戦略への布石>
彙磐崎方せιζ ノこ働街宇磁誘そイイをお √宇のを着″ナる三オ4郷 Δの取

務僣ι(層″ ,生活御箕%o私 のを を′まεめ廣物のあE酸 屁″オ乙

11)雇用・生活保障システムの確立

○トランポリン型の「第2のセーフティネット」の確立

0 非正規労働者や長期失業者等に対し、職業訓練とその期間中の生活保
障をイつ求職者支援制度の創設に向けた検討

○雇用保険制度の機能強化

・ 非正規労働者に対するセーフティネット機能強化の観′点から適用範囲の

拡大について検討を進める。

・ 雇用調整助成金の要件緩和にあわせ、平成 22年度からの失業等給付に
係る国庫負担の引上げについては、雇用保険制度の安定的運営を確保
するため、平成21年度第2次補正予算において対応する。

。平成23年度以降については、平成23年度予算編成過程において検討し、
安定財源を確保した上で、国庫負担を本則(25%)に戻す。これを雇用保
険法の改正に盛り込む。



(2)「雇用戦略」の本格的な推進

O(1)のほか、ワークロライフロバランス(仕事と生活の調和)、 女性ロ

高齢者・障がい者等の労働参加促進や多様な働き方の確保などを

内容とする「雇用戦略」の本格的な推進に取り組む。その際、雇用

rおける適切な労働条件の確保に留意する。
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ー

纏 ヒ対策と景気回復の両立を目指す

<「エコ消費3本柱」の推進>
(1)家電ェコポィント制度の改善中

(2)エコカー補助の延長等

(3)住宅版エコポイント制度の創設等

<成長戦略への布石>

(1)森林口林業再生の加速

(2)環境・エネルギー技術への挑戦

(3)交通・産業、地域の低炭素化の推進

(4)システムの海外展開等による地球温暖化対策事業等の推進

(5)資源確保支援

(6)再生可枢 ネルギー全量買取制度の導入の検討

(7)省エネ・環境基準の強化等

<「エコ消費3本柱」の推進>
弟叡観物高ク塚言 塾動車、住宅勤 遭緩 脅勧彗ι、数 )湯舜 ¨
プセ象ととうだ、f覧″甕た高所ヂ乙

(ア )エコポィント制度の延長(平成22年末まで)

・ 省エネ家電(地上デジタル放送対応テレビ、ェァコン、冷蔵庫)の購入を対

<具体的な措置>

11



象とするエコポイント制度を9か月延長する岬城 22年 12月 31日 まで延

長)。 あわせて、利用者の利便性を考慮し、申請手続きを改善する。

(イ)対象家電の省エネ基準の強化

。テレビのトップランナー基準を]剣ヒし、2012年度までに達成すべき高い省

エネロ標基準値を設定する。これに伴い、エコポイントの対象となるテレビ

を、より省エネ性能の高い製品に限定する。

(ウ)LED電球等の利用雌        ・
。エコポイント上の優遇措置を設け、省エネ効果の高い LED電球など即時

交換対象商品(LED電球、電球形蛍光灯、充電式ニッケル水素電池)ヘ

の商品交換を足進する。

<具体的な措置>
○環境対応車への購入補助の延長等

(ア)購入補助の延長(平成22年 9月末まで)

・ 環境対応車の購入に対して一定額を補助する制度を6か月延長(平成 22

年 9月 30日まで延長)

(イ)省エネ法に基づく燃費規制による更なる燃費改善
。 現在の2010年度燃費基戦 りも更に厳しい2015年度燃費基準の達成に

向けた燃費改善劉足進

(3)住宅版エコポイント制度の倉1設等
<具体的な措置>
○住宅版エコポイント制度の創設

・ エコ住宅の建設、エコ住宅へのソフォームに対して住宅版エコポイントを

付与する制度を創設

(2)エコカー補助の延

謎

12



<成長戦略への布石>
14)森林口林業再生のカロ速

彩協彎夕を進めるため、ス初 潟確

"霧
%力飲〃楔罫努%クコるコス骸

&姓とうだ、           瞥ι、ァンオ・蒻暢静の再生を図る。
<具体的な措置>

・ 集約化に必要な森林施喋プランナーを育成する。また、%の
導入を進めるとともに、これを効率的に稼働させるオペレーターや、低コ

ストで耐久性のある路網作設をイつオペレーターの養成を図る。

・ 先行地域において、地域の全体計画に基づき路網整備、境界確定、高性
能林業機械を活用した利用間伐の実践的取組を実施する。

○木材利用の推進

・ 防火性能向上に係る建築物の性能認定や、2× 4住宅における部材開発
等、地域材を活用した木材製品の実用化を図る。

。 地域材を活用した展示住宅の整備等による木造住宅の振興

(2)環境・エネルギー技術への挑戦

地域堀笏0誘知塔 ナ務勧新形赫協認塑笏等多行をとぅに 考杉始勁″戸棚 ィヒ
ガ緩翅まれる窪多環寡 ェネノレギー         乙
<具体的な措置>

(ア)グリーンイノベーションの推進

・ 低炭素社会の実現に不可欠な素材の開発等、革新的な環境技術開発の

前倒しや低炭素社会システムの実現に向けた取組の推進

(イ )環境先端技術研究の推進

(ウ)低炭素社会構築に向けた研究基盤整備

(工 )自動車用電池の規格統一化
。 自動車用電池について、規格の統一化を図る。
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(オ)LED照明の国際標準化の推進

・ L"照明に関して、省エネ性能等を評価するために必要な測光方法の

標準化を進める。

易弼と りヽνギーの効率的禾
=J用

や二解 ヒ炭素等の動 数 均 |すた交通や産業、地

域|こお|するガひりをjち髪しヽ 免

く具体的な措置>
○交通・産業における環境配慮の取組への支援等

(ア)物流・交通の低炭素化

・ 海上交通の低炭素化促進、グリーン物流パートナーシップ会議の取組の

拡充等による物流・交通の低炭素化

(イ )「通勤交通グリーン化推進プログラム」の推進

。「グリーン通勤の日」の設定などにより、マイカーから自転車、鉄道、バス等

への転換を促進する取組を推進

(ウ)国内クレジット制度の更なる推進

。地方自治体等との連携強化により、地域の中小企業等の C02排出削減

支援を通じ、我が国の6%削減約束の達成に貢献

(工)地球温暖化対策加速化支援無利子融資事業の推進

(オ)低炭素型雇用創出産業の国内立地の推進

○地域における環境配慮の取組への支援等

(ア )「緑の分権改革」の推進

(イ)情報通信技礎 用いた地球温暖化対策の推進

(ウ)農山漁村の環境力強化

・ 農山漁村の環境力(太陽光、バイオマス等)の活用に向けた地域の実証

的な取組を推進

(工 )「Fを活用した暮らしの低炭素化の推進

(オ)中核市・特例市グリーンニューディール基金の創設、チャレンジ25地域づ

くり事業の推進

(3)交通・産業、 の低炭素化の
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(D温室効果ガス排出肖1減・吸収クレジット創出支援事業の推進
。 中小企業や農林業等の地域における温室効果ガス排出削減・吸収プロジ

ェクトを支援

嶋饂 二えファ弓踏まえ、
～

ジ匙義骸ルんグぇ/シん私 争η復ろ蜀
"を済栃のノこ支慶ブち等 滋″での地域瀕慶ι毬策事業等多多翡

<具体的な措置>

(ア)貿易保険・金融支援

・ 貿易保険を活用した民間分野のリスクファィナンスの取組の強化
。 国際協力銀行による民間との協調融資等によるリスクファィナンスの取組

の3聟ヒ

(イ )低炭素型・環境対応インフラ等のシステムの海外展開支援
・ 低炭素型・環境対応インフラ等について、システムとしての海外展開を支

援するため、我が国企業が包括的に事業を実施するためのコンソーシア
ム形成支援

(ウ)地上デジタル放送日本方式普及

(工 )気候変動による洪水、早魃、食糧不足や森林減少・劣化等に対応したア
ジア・アフリカ等への緊急支援

こよ こ向けた
。 (独)石油天然ガス・金属鉱物資源機構COGMEC)による、金属鉱物(レ

アメタル等)分野における開発・生産段階にある鉱山権益等の取得に対す
る支援制度の創設

<具体的な措置>
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・ 石油・天然ガス及び金属鉱物 (レアメタル等)の上流権益確保支援の原資

として、JOGⅣECによる政府保証御 入れを可能とする制度改正

Ωレアメタル確保支援
。レアメタル探査の加速、レアメタル国家備蓄の強化

再生磯 工″ ″れ 彦e易老、M、 ガル 、/ヾイオマス、卿 壽つの
一

打

励 敦

～

ο

<具体的な措置>
○再生可能エネルギー全量買取制度の導入の検討

(7)省エネ・環境基準の強化等

酔 によタケヒオ イブとあわせて 国褒生活や″済活動に″クノろ地球朋慶

ιttψ滋働秘初 、省ユネ法,こ多 く省エ

ー

九瑳筆,′′/つ′ルの

月どιζ%定%乙
く具体的な措置>
○省ェネ法1二基づく省エネ基準の見直し

(ア)建築物の省エネ判断基準の見直し

(イ)エコポイントの対象省エネ家電の省エネ基準の強化(テレビ)(再掲)

(ウ )自動車の燃費基準の強化

○排出抑制等指針の拡充

○白熱電球の2012年までの省エネランプヘの生産切替えの推進

0200V化
・ 家庭内における電気供給の200 「ヽ化の推進を検討する。

16



3.景気

一金融対策によって景気の下支えを行うとともに、デフレの進行にわ 実
質金利上昇の下で抑制されている住宅投資・設備投資等への支援な
どにより景気回復を目指す。

<金融対策>

(1)「景気対応緊急保証」の創設等

(2)セーフティネット貸付等の延長・拡充

(3)中小企業等に対する金融の円滑化等

(4)中堅・大企業の資金繰り対策

(5)デフレ下の実質金利高への対応策

(6)我が国企業の海外事業の資金繰り支援等

<住宅投資>

(1)住宅金融の拡充

(2)住宅税制の改正

(3)住宅版エコポイント制度の創設等(再掲)

<金融対策>

競 七鵬 み親のξ′ξ蓼葬
=ま

ク、P//)埜渓鋼攀財″ 物 ちの″者教ヽ
ケる。

<具体的な措置>
○「景気対応緊急保証」の創設等

(ア)「景気対応緊急1霜正」の創設

″
‘



・ 来年 3月 末で期限切れを迎える現行の緊急保証制度について、その対

象業種の指定基準や、利用企業の認定基準を改め、現下の厳しい経済

状況において、例外業種を除き、企業種の中小企業が利用可能となる

ような、使い勝手を高めた信用保証制度に変更する (平成 22年度末ま

での時限措置)。

(イ)i呆垢正キ午
。現行の緊急保証枠を活用するほか、新たに6兆円を追加

(2)セーフティネット貸付等の延長・拡充

β,^受策企屁蜜ガt帝五″浄ψ炒 等のセープテイネッ扉鞘暉η乙晨 劾

たまク、ウクr、企業者争への″β甕資金幾絵多句λ

<具体的な措置>
○セーフティネット貸付等の延長口拡充

(ア)期限の延長・枠の拡充
。期限の延長 (平成22年度隷 で)

。貸付枠・条件変更目標の追加 (約4兆円)

(イ )日本政策金融公庫等の金利引下げ措置等の継続・強化
・ 雇用維持・拡充武ヽ の缶 ll引下げの3剣ヒ
・ 売上減少対応の針 ll引 下げ7)断 等
(ウ )沖縄振興開発金融公庫による金融セーフティネットの確保
・ セーフティネット貸付及び沖縄独自制度 (観光、離島振興など)に係る

拡充措置の適用期限の延長など

(3)中小企業等に対する金融の円滑化等

√ウグ髪渫箸等7こ力7う塗副の″け ための勝辱ガ置7こ″オろ励 を仁オ

の資金療舛こ琳 できるようん夕%ととうだ、その″の投 あわせ、P//馨
|こ肘 る鋼 の″′Ztt。 嘉を、P/角鶴移勧勁礫リノンえ●ッカ ービスゝ

を雄ごオ乙

<具体的な措置>
○「中心企業者等に対する金融の円滑化を図るための臨時措置に関

する法律」の施行等

(ア )「中小企業者等に対する金融の円滑化を図るための臨時措置に関する
法律」の施行
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(イ )法律の実効性を高めるための検査・監督上の措置  ‐
・ 検査マニュアル、監督指針の改定等

0下請建設企業支援
・ 下請建設企業の経営を支えるための金融支援

○中小企業支援施策の「ワンストップロサービス・ディ」の開催
。年末に、関係機関の協力の下、利用者が一つの窓口で必要な各種支援

サービス(資金繰嚇目談、新事業展開などの経営相談、雇用調座助成金の
相談など)の利用ができるよう、「ワンストップ・サービス・ディ」を開催する。

(4)中堅,大企業の資金繰り対策

≠髪r`靱 こップマ審髪多年ク翅 載 女コ食業釜洞権2つ′崩惣|ク′
=ま

こ膚安昴″功鋤炉
れ裁 上ケる。

<具体的な措置>

日本政策投資銀行等による危機対応業務(長期資金貸付け等)の延長 (平
成 22年 3月 末→平成23年 3月 カ

産業活力の再生及び産業活動の革新に関する特別措置法に基づく出資
円滑化制度の延長(平成22年 3月 末→平成 22年 9月 末)

え 夕の進行|こ伴う籍 |=上昇と円高の Fで抑制されつ ちデ笏裂資等の五ォ
えレ ク

ー<具体的な措置>

・ デフレ経済下で、長期の設備投資等をイ

"企
業に対し、危機対応業務の

スキームも活用しつっ、民間金融機関及び政府系金融機関からの借入金
利について、2年間、物価下落に対応して0、 o.5%の引下げを図る。
(金利引下げの融資規模:民間金融機関も活用できる危機対応業務のス

キームを通じた融資 3.7兆円、日本政策金融公庫 1.3兆円)

③物価については、キ搬ごとに、消費者物価が前年に1ヒしてmて ぃるかによって、
主務大臣が判断を行い、引下げを各機関に指示

Oデフレに伴う実質金利高の軽茄
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○既往貸付の返済負担の軽減

・ デフレ経済下で、既往貸付の返済負担に苦しむ中小企業に対する民間

金融の条件変更に積極的に対応するため、信用保証制度を支える日本政

策金融公庫の財政基盤を号聟ヒ

○為替変動により影響を受ける地域・中小企業の支援
。円高の影響を受ける地域。中小企業の海外販路開拓支援をイつ。

―

″ ]ヽ工)や貿易晟´を彦″♭を:診

^里
企業の落〃事業の資金療妓

舜額れ また、貿易郷窪著瀾髪ヤ //選蕩響影,メ多%饉りのだビを唇る。

<具体的な措置>
○国際協力銀行による海外事業支援緊急業務の延長

○国際協力銀行による本邦金融機関向けツーロステップロローンの追

加実施

○貿易保険を活用した我が国企業の海外進出の促進

・ 貿易保険が付保された中小企業の輸出代金債権の流動化促進、貿易保

険による我が国企業の海外子会社向け資金繰り支援の拡充の延長

<住宅投資>
(1)住宅金融の拡充

ω ″       慶要住宅取″支慶制度′ごダろ膳凋的な金んの大″フア

ず熱 こエク、奮宅投資のタスを図孔

<具体的な措置>
○優良住宅取得支援制度 (フラット35S)の金利の大幅な畦限的引

下げ等

・ 平成22年 12月 末までの優良住宅の取得に対し、金利引下げ幅を時限的

に現行の 0.3%から1.0%に拡大する。

・ 住宅融資保険の保険料率の引下げを実施する。
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(2)住宅税制の改正

置を講ずる。

(3)住宅版エコポイント制度の倉1設等 (再掲)

<具体的な措置>
○住宅版エコポィント制度の創設(再掲)

。 エコ住宅の建設、エコ住宅へのリフォームに対して住宅版エコポィントを
付与する制度鶴 J設

・ 建築確認審査の迅速化及び申請図書の簡素化を図るため、建築基準法
における建築確認手続き等の運用を改善
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4.生活の安心確保

一医療等国民生活の安心を確保する。

(1)現行高齢者医療制度の負担軽減措置等

(2)新型インフルエンザ対策の強化

(3)医療体制の整備等

(4)災害復旧等

国民の霧たオた安菱物嫉 九ク_‐め、グ笏身齢新冤痴認妨盛∠とまでの間、淳

筋をつ髪力密蒻響置を平成2′乞島 燿鶴71るため       るととうだ、空

活潟惹 医療″顔をごじを三各薇 援乞7解する。

<具体的な措置>
○現行高齢者医療制度の負担軽減措置の経続

・ 70～ 74歳の窓口負担軽減措置、被用者保険の被扶養者であった方及び

低所得者の保険料軽減措置棚 する。

○生活保護、医療保険による生活支援
。生活保護、医療保険について、平成21年度に必要となる追加財政措置を

講じる。

″ ンカルエンツ チ̈ ″麹躊篭函観

<具体的な措置>
○新型インフルエンザ対策の強化

(7)国産ワクチン生産能力向上

・ 細胞培養法を開発し、現在の鶏卵培養法では1年半～2年を要する全国民

分の新型インフルエンザワクチンを約半年で生産可能な体制を構築する。

型インフとニンゴ対策の強化
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(イ)新型インフルエンザワクチン接種費用の助成
。 低所得者に対し新型インフルエンザワクチンの接種費用を助成する。

(ウ)医療機関における設備整備

・ 新型ィ'ンフルエンザ患者を受け入れる医療機関における必要な設備 (人

工呼吸器等)を整備する。併せて、医療体制が円滑に機能するような環境
節 を進める。

(3)医療体制の整備等
ガゾ務払副 、フ髪艶勒髪認2-の 緊急彰警 進めれ
<具体的な措置>
○大学病院の機能強化

・ 周産期医療環境整備のためのNICU(新生児集中治療∋ 病床等を整備
・ 救急医療の最先端機器の整備、病院基盤設備の更新 '

O医師不足解消に向けた取組
・ 地域の医師確保等に向けた大学医学部の教育環境の整備

PS細胞を用いた難病研究劉足進する為の研究基盤整備

来年1～ 3月 の基金の医療経費の不足分を緊急に拠出

(4)災害復旧等

~た 易頭 調 等′こよる災敦 乙メ燿考ヮ後雀′〔寄こつい■裂議杉認を
濠 物 ″ごく認

一
九
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5.地方支援

一本対策の推進等に取り組む地方公共団体を支援する。

(1)地方公共団体によるきめ細かなインフラ整備等の支援

(2)国税収入の減少に伴う交付税減少額の補てん等

雪務のを中イと、多み≠嘲∽燎化など地方公共層第7こようきわ初か″ ンフえ誓癖勢

支タリ
~る
。

<具体的な措置>
○地方公共団体によるきめ細かなインフラ整備等を支援する交付金

の創設
。地方公共団体において、危険な橋梁の補修、景観保全の必要性の高い

地域における電線の地中化や都市部の緑化、森林における路網整備に

ついて、きめ細かな事業を実施できるよう支援する。これにより、観光需要

や地元雇用の拡大等による地域の活比 が期待される。

Z労4-勇 2瞑磁脅物
―

  【僣察ヂろ/‐
‐め、″ 夕″の』貌牧ス笏

コ ごル

ー

の″だ誓彩翔老少須&る脅獲愛と/7究について
=表雲場レちの

ん 物 を行ヽ、当ク瀬 の         あ ″ 銘 、地方″争勿粥佗だ

つい物 れ 侍争盪鍛剣権蒙規謬乙
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―「ルールの変更」や社会参加支援を通じて、国民の潜在力の発揮によ

る景気回復を目指す。

(1)「制度口規制改革プロジェクト(仮称)」

(2)「『新しい公共』推進プロジェクト(仮称)」

(3)「働く人の体暇取得推進プロジェクト(仮称)」

競 箸議 J出
=こ
向

`ナ

(■れまで大きな差″に突き当たク、声粥してレた綾 。ジ好
憲J改革|こ正爾 ち納 組れ

①制度・規制改革

蒻たな〕    に″グを所物髪率̈ 」っいて,まヽ や Iぉ1/1で

蒲 ″ 含む重り点テーマを設定し、その期 |こ向1麺 |こ取り組む。

<具体的な措置>

― 幼保一体化を含め、新たな次世代育成支援のための包括的。一元的な制度
の構築を進める。

一 このため、主担当となる閣僚を定め、関係閣僚の参カロも得て、新たな制度に
ついて平成22年前半を目途に基本的な方向を固め、平成23年通常国会ま
でに所要の法案を提出する。

(ア)利用者本位の保育制度に向けた抜本的な改革
・ 利用者と事業者の間の公的契約制度の導入、保育に欠ける要件の見直し、

利用者補助方式への転換の方向など、利用者本位の制度を実現する。ま
た、保育料設定の在り方について、水準の在り九 含め、制度設計の中で

様請十ナる。

卜(仮称)
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(イ )イコールフッティングによる株式会社・NPOの参入促進

・ 株式会社、NPO・ 社会的企軋 含めた更なる参入促進を図るべく、客観

的基準による指定制度の導入を検討する。

。また、施設整備補助の在り方、運営費の使途範囲・会計基準等の見直しに

つい‐ 、制度設計の中で検討する。

(ウ)幼保一体化の推進

。 上記制度における新たな給付体系の検討等とあわせて、認定こども園制

度の在り方など幼児教育、保育の総合的な提供 (幼保一体化)の在り方に

ついても検討し、結論を得る。

O環境ロエネルギー分野での制度・規制改革

(ア)森林・林業再生に向けた路網整備に係る同意取付の仕組の整備

。路網整備に係る森枕所有者の同意取り付け円滑化に向けたルールの整

備 (実効性ある調停。裁定のルール等)につき、早急に検討に着手し、22

戦 中に締 命を得る。

(イ)新エネルギー等の導入に資する規制改革要望への対応

。工場立地法の緑地等面積の一部への太陽光発電施設の充当

― 太陽光発電施設の工場での導入促進を図るため、工場立地法の緑地等

面積の一部への太陽光発電施設の充当について、年度内に速やかに結

論をイ%。
。地熱・工場廃熱の有効活用に向けた規制の見直し

― 工場等の未利用蒸気を活用する発電設備について、ボイラー・タービン

主任技術者の選任を不要とするか否かに関し、年度内に速やかに結論を

橘 。地熱等を活用するものについ‐ 安全性の技術的検討を年度内の

できるだけ早期に開始する。
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饂 潮 によクヽ新たな割 に″′力も里厨

―

/■齢 ぐj爆客

等mに 毅ク疲れ

<具体的な措置>
0特区制度の活用

。これまでの特区提案 (第 1次～16次)の うち、第 16次提案につい

て処理を促進 (来年 1月 中を目途に結論)するとともに、過去の未実

現の提案等の中から選定した提案の実現を図る。
。 本対策の趣旨等に沿つた新たな特区提案や特区計画申請を随峙受付け、

速やかな処理に努める (平成22年 3月 末まで)。

働肇,ひンバ スを支えるとクラ裂書姥笏罰援物に″ こと//L―tク、新 な)弓りの場

毅 する。その 、胸 七始翁鶴鯵考ど%誓巧企蓋だ時の秘物権論層

物 多狗雛秘燿 九発さらだ、中 法制ン フ茂識 聯 者ψ=献
t独チる/み轟釜をみ擁夢れ

<具体的な措置>

(ア )社会起業インキュベーション事業

・ NPOや社会起業家など社会的企業等の創業・事業化を通じて、「地域社

会雇用」を創造する。このため、社会起業プラン・コンペティションを通じて、
スタートアップ等を支援する。

(イ)社会的企業人材創出・インターンシップ事業

'社会的企業分野におけるインターンシップを含めた人材創出に取り組む。

国民の社会的活動への多様な参画を促進する観′点から、社会的企業の

起業、活動が促進されるよう法制面から検討する(NPOなどの法人制度
のあり方や寄付金税制の問題聰含む)。

盤)「『新しい公共 卜(仮称)

●
‘

０
４



○「『新しい公共』を実現する円卓会議」の開催

。「新しい公共」の考え方を国民各層の自発的な取組や行動に結びつける

ため、NPO・企業・学者等による対話・協働を行う場として、円卓会議を開

イ在づ
~る

。

ノァク・ライフ″ノランスやファク,たアンt4舛佐この観点から、物 や声

方え者事の教薇 湘 形 激 蒻 鶴 老 雄 数 ≒ 力 強 つて准ごι、経済ラろ偲罰′

″を″夕九

<具体的な措置>

○休暇取得促進に向けての政労使合意と取組

。「雇用戦略対話」等を通じて、政労使の合意形成と取組を推進

○休暇取得促進への支援措置 (指針見直し等 )

。休暇取得を促進するため、労働時間等設定改善法に基づく「1静匈を見直

し、年次有給休暇を取得しやすい環境の整備に向けた関係者の取組の

促進を図る。また、「指針」を踏まえ、一定日数以上の連続した休暇の取得

など更なる具体的な改善措置なわ た事業主を助成

○休暇分散取得等の推進 (再掲)

・ ワーク・ライフ・バランスや観光振興の観′輛 らヽ、地域で休暇の分散取得。

長期取得を行う取組等を支援する。そのため、観光立国推進本部の活用

をはじめ政府全体の支援体制を作る。
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(本対策の国費・事業規模)

・ 本対策の実施に伴う国費及び事業費の規模は、別紙のとお
り。本対策は、第1次補正予算の見直しにより捻出した財
源等を活用することとし、新規国債の追加発行は極力行わ
た11/ヽ。

0本 文J策の経済効果及び雇用効果については、関連する予算や施策の内容を精査した上、明らか
にしていくこととする。
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(別紙)

「明日の安心と成長のための緊急経済対策」の規模

雇用

国費

0.6程度

(単位 :兆円)

事業費

0.6程度

<緊急対応>

<成長戦略への布石>

2.環境

0.3程度

04程度

0.8程度

0.3程度

04程度

4.1程度

<「エコ消費 3本柱」の推進>

<成長戦略への布石>

3.景気

0.6程度

0.2程度

1.7程度

3.9程度

02程度

18.6程度

<金融対策>

<住宅投資>

4.生活の安心確保

12程度

0.5程度

0.8程度

104程度

82程度

1.0程度

5.地方支援 3.5程度 3.5程度

<きめ細かなインフラ整備支援の交付金>

<交付税減少額の補てん等>

6.「国民潜在力」の発揮

05程度

3.0程度

0.5程度

30程度

A
口 7.2程度  24.4程度

(注 ) (注 )

(注 )「住宅版エコポイント制度の創設」については、 2.「エコ消費 3本柱Jの推進、

及び 3 住宅投資に該当するため合計から重複額を控除 している。

計



第 20回社会保障審議会

平成 22年 2月 23日
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平成 21年度厚生労働省第二次補正予算の概要



C)平成 21年度厚生労働省第二次補正予算 (案)の概要

計 :5,684億 円
〔一般会計 :5, 699億 円  特別会計 :▲ 15億円〕

J緊急経済対策関連■ 1兆 2=906億 円

第 1 雇用

<緊急対応 >
1 雇用調整助成金の要件緩和
2 貧困・困窮者支援の強化
3 新卒者支援の強化
4 緊急雇用創造の拡充
5 保育サー ビスの拡充等女性の就労支援

<成長戦略への布石 >
6 雇用・生活保障システムの確立

第 2 景気

<金融 対策 >
1 セーフティネ ッ ト貸付等の延長・拡充
2 デフレ下の実質金利高への対応策

第 3 生活の安心確保
1 現行高齢者医療制度の負担軽減措置等
2 新型インフルエンザ対策の強化
3 災害復 I日 等

〔一般会計 :1兆 2, 825億円  特別会計 :81億円〕

5,984億 円

78億円

703億 円

2億円

1, 500億 円

200億 円

3, 500億 円

8億円

2億円

6億円

6. 914億 円

5, 736億 円

1,173億 円

5億円

■その他経費の追加■                   127億 円
〔一般会計 :127億 円〕

〔子 ども手当の円滑な実施 (シ ステム経費 123億 円)等による追加を計上    〕

348▲ 7
円
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第 1 雇用 5, 984億 円

<緊急対応>

1 雇用田整助成金の要件緩和

企業の雇用維持努力への支援を強化するため、

を平成 21年 12月 から緊急的に実施する。

<具体的な措置>

○雇用調整助成金の「生産量要件」の緩和 78億円

企業の体業・教育訓練・出向による雇用維持の取組 を支援するため、雇用調整

助成金及び中小企業緊急雇用安定助成金について、手当、賃金の4/5(大 企業
2/3)の 助成 (解雇等を行わない場合は助成率がそれぞれ 9/10、 3/4に
上乗せ)を行 うとともに、 「生産量要件」について、現行要件 (*)に加え、赤字

の企業については、企業規模にかかわ らず、 「前々年比 10%以 上減」の場合も

支給対象 とする。

(*)生産量、売上高等の生産指標の最近 3ヶ 月の月平均値 がその直前の 3ヶ 月又は前年同期 に比

べ原則 5%以上減少 している事業主。

貧困 口困用者支援の強化                     703億 円

求職中の貧困・困窮者が、再び 「派遣村」を必要 とすることなく、安心 して生活

が送れるようにするため、支援策を強化す る。

<具体的な措置 >

○実効ある貧困・困窮者支援 (「第 2のセーフティネッ トJ)の確立 703億 円

①ハローワークのワンス トップ相談機能の充実          2.7億 円
ハローワークに 「住居・生活支援ア ドバイザー (仮称)」 (新規)を 263名
配置し、第 2のセーフティネットの各種支援制度についてのワンス トップサー
ビス (総合相談と実施機関への的確な誘導)を 実施する。

② 「住まい対策」の拡充 700億 円
「住宅手当」や、空 き社員寮等の借 り上げによる「緊急一時宿泊施設」の設置

等の継続的支援を拡充するとともに、福祉 事務所等に配置す る生活保護受給者
を対象 とする就労支援員を約 2, 500名 増員 (550名 → 3, 050名 )、

住宅手当受給者 を対象 とす る住宅確保・ 就労支援員を約 1, 250名 増員
(1, 250名 → 2, 500名 )す る等により、生活・就労支援を強化す る。

78億 円

雇用調整助成金の支給要件の緩和



3 新率者支援の強化 2.5億円

来春以降厳 しい求人情勢が見込まれる新卒予定の学生・生徒の就職支援を強化 し、

第 2の 「ロス ト・ジェネ レーシ ョン」をつ くらないようにす る。

<具体的な措置>

○新卒者の就職支援体制の強化

① 「高卒 。大卒就職ジョブサポーターJの更なる緊急増員 2.5億 円

ハ ローワークに就職支援の専門職である「高卒・大卒就職ジョブサポータ

ーJを更に 310名 増員 (618名 → 928名 )し 、未内定の新規学校卒業

者等に対する担当者制による職業相談・職業紹介か ら職場定着までの一貫 し

た就職支援を実施するc

O未就職卒業者の就職支援の強化

①新卒者体験雇用事業の創設 (制 度要求)

未就職卒業者を対象に 1か 月間の体験雇用 (有期雇用)の機会を設けること

により、希望職種の選択肢を広げ、その後の正規雇用への移行を支援する。 (体

験雇用を受け入れた事業主に対 して新卒者体験雇用奨励金 (仮称)を支給 (月

8万円))
② 「重点分野雇用創造事業 (仮称 )」 の活用     (1, 500億 円の内数 )

「重点分野雇用創造事業 (仮称)」 (後述)における未就職卒業者の雇用ヘ

配慮す る。

緊急雇用創造の拡充

成長分野を中心とした雇用創造を推進するため、先股策定 した

ログラム」の拡充を図る。

<具体的な措置>

○ 「重点分野雇用創造事業 (仮称)Jの 創設 1, 500億 円

介護、医療、農林、環境 。エネルギー、観光、地域社会雇用等の分野における

新たな雇用機会の創出、地域ニーズに応 じた人材育成を推進す る。

○その他

①建設業新分野教育〕1練助成金 (仮称) 2百万円

中小建設事業主が、建設労働者の雇用を維持 しながら、グリーン雇用等 (農

林、観光、介護など)建設業以外の事業に従事す るために必要な教育訓練 (0
JTを除く。)を実施 した場合、その実施経費の 2/3を 助成する。

また、当該教育訓練を行つた期間に支払つた賃金について、 1人 あた り日額

7, 000円 を上限として助成する (60日 間を限度 )。

10500億 円
「緊急雇用創造プ
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②建設業離職者雇用開発助成金 (仮称)(制度要求)

事業主が45歳以上 60歳未満の建設業離職者を公共職業安定所等の紹介に

より、継続 して雇用する者 として雇い入れた場合に90万円 (大企業 50万円)

を支給する。

保青サー ビスの拡充等女性の就労支援               200億 円

女性が働きやすい環境づ くりのため、良質な保育サービス等の拡充に取 り組む。

<具体的な措置>

○待機児童解消への取組                     200億 円

安心こども基金に 200億 円の積み増 しを行い、待機児童解消のために、地域

の余裕スペース (学校、公営住宅、公民館等)を活用 して、

a.認可保育所の分園等を設置する場合 (賃貸物件を含む)

b.家庭的保育の実施場所を設置す る場合 (賃貸物件 を含む )

において、補助基準額及び補助率の引き上げを行 う。

(参 考)補助率の引き上げの内容

待機児童解消のための定員純増整備の条件に基づき補助率を適用す る。
aの場合 :国 1/2、 市町村 1/4、 設置者1/4 → 国2/3、 市mT村 1/12、 設置者 1/4

bの場合 :国 1/2、 市町村1/2 → 国 2/3、 市町村1/3

また、純増定員の算定においては、今回の取組による定員 (受 け入れ)枠 1)含

めて合算できることとする。

○ 「育児・介護休業 トラブル防止指導員」の設置          28百 万円
いわゆる「育休切 り」等の トラブルを防止するための周知・指導や、個別の事

案に関する相談対応を担当する「育児・介護体業 トラブル防止指導員」 (新規)

を設置する。 (都道府県労働局雇用均等室に計 47名 )

<成長戦略への布石 >

雇用・生活保障システムの確立

〇雇用保険制度の機能強化

3,500億 円

3,500億 円
。非正規労働者に対するセーフティネッ ト機能強化の観点か ら適用範囲の拡大に

ついて検討 を進める。

・雇用調整助成金の要件緩和にあわせ、平成 22年度か らの失業等給付に係 る国

庫負担の引上げについては、雇用保険制度の安定的運営を確保す るため、平成

21年度第 2次補正予算において対応す る。
・平成 23年度以降については、平成 23年度予算編成過程において検討 し、安

定財源を確保 した上で、国庫負担を本則 (25%)に 戻す。これを雇用保険法

の改正に盛 り込む。



第 2 景気 7.9億 円

<金融対策>

1 セーフティネッ ト貸付等の延長・拡充               1.6億 円

日本政策金融公庫の生活衛生セーフティネット貸付等の延長・拡充により、生活

衛 /F関係営業者への円滑な資金供給を行 う。

<具体的な措置>

○ 日本政策金融公庫の企利引下げ措置等の継続 。強化       1.6億 円
。雇用維持・拡充対応の金利引 ドげの強化           ´

・売上減少対応の金利引下げの継続 等

2 デフレ下の実質金利高への対応策                 6.3億 円

デフレの進行に伴 う実質金利上昇と円高の下で抑制されている設備投資等の下支

えや返済負担の軽減を図る。

<具体的な措置>

〇デフレに伴 う実質金利高の軽減制度               6.3億 円

デフレ経済下で、長期の設備投資等を行 う生活衛生関係営業者に対し、日本政策

金融公庫からの借入金利について、2年間、物価下落に対応 して (*)、 05%の引

下げを図る。

(*)物価については、半期ごとに、消費者物価が前年に比 して下落 しているかによって、主務大

臣が判断を行い、31下 げを指示
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第3 生活の安心確保 6,914億 円

1 現行高齢者医療制度の負担軽減措置等 51736億 円

国民の医療に対する安心を確保するため、現行高齢者医療制度廃止までの間、高

齢者の負担軽減措置を平成 22年度 も継続するための財政措置を講 じるとともに、

生活保護、医療保険を通 じた生活支援を確保す る。

<具体的な措置>

○現行高齢者医療制度の負担軽減措置の継続 2, 902億 円

① 70歳から74歳までの患者負担害1合の引上げ (1割→ 2害1)の凍結

②被用者保険の被扶養者であった方の保険料軽減の継続 (均等割 9割軽減)

③所得の低い方の保険料軽減の継続 (均等割 9害1、 8.5害 J、 所得害15割1軽減)

○生活保護による生活支援                   1, 286億 円

生活保護について、平成 21年度中に必要となる追加財政措置を講 じる。

○医療保険による生活支援                  1, 548億 円

医療保険について、平成 21年度中に必要 となる追加財政措置を講 じる。

新型インフルエンザ対策の強化

新型インフルエンザワクチンの生産能力向上等を図る。

<具体的なlHF置 >

○新型インフルエンザ対策の強化

①国産ワクチン生産能力向上

1,173億 円

1, 173億 円

950億 円

細胞培養法を開発し、現在の鶏卵培養法では1年半～2年 を要する全国民分の新

型インフルエンザワクチンを約半年で生産可能な体制を構築する。

②新型インフルエンザワクチン接種費用の助成          207億 円

低所得者に対し新型インフルエンザワクチンの接種費用を助成する。

③医療機関における設備整備 16億円

新型インフルエンザ患者 を受け入れ る医療機関における必要な設備 (人 工呼吸

器等)を 整備する。

3 災書復旧等 4.0億円

平成 21年度に発生した豪雨、台風等による災害及び過年発生災害についての早

期復旧と再度災害の防止等に万全を期す。



子ども手当の円滑な実施 (システム経費) 123億 円

子 ども手当の円滑な実施を図るため、その準備のための市町村 (特別区を含む)

における臨時的な経費 となるシステム経費につき、奨励的な助成を行 う。
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